
航空の脱炭素化推進に係る工程表
（航空機運航分野におけるCO2削減に関する検討会）

国土交通省航空局

令和６年５月
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工程表（①SAFの導入促進）

GI基金による大規模製造の実証

施設整備補助

空港におけるSAF受入に必要な施設・整備の導入支援

全国展開地域主導による地産地消事業化地方空港における供給の検討

SAFの供給拡大GX経済移行債による先行投資支援（大規模なSAF製造設備の構築）

戦略分野国内生産促進税制による生産量等に応じた税額控除

エネルギー供給構造高度化法において、2030年のSAF供給目標を設定
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●凡例
１．調査・検討

フェーズ
２．実証フェーズ

３．本格運用・
導入拡大フェーズ

国産SAFの製造・供給（資源エネルギー庁）

地方空港におけるSAF利用促進 ※「空港分野におけるCO2削減に関する検討会」と連携

※ 年は暦年を表す。

シンポジウムの開催、Webでの情報発信等

航空分野における環境意識の高まり
 による持続的なSAF利用

可視化サービスの
本格運用・拡大

ガイドライン
モデル実証

民間による
可視化サービス立上げ

事業者と専門機関による自立的な活動

拡大する認証需要への対応

原料・製法の多様化による
国産SAFの安定供給

大学等の研究機関との連携

CORSIA適格燃料登録・認証取得ガイドの継続的な更新

パイロット事業者との協業による課題整理、海外コンサルとの連携による知見獲得

ICAO専門家会合の審議対応、 ICAOとの協業による登録・策定の促進

ICAOへの新規原料・製法の登録・デフォルト値策定の申請

認証団体の立ち上げ支援

国際認証（CORSIA適格燃料）取得

支援体制の構築

SAF利用によるCO2排出削減可視化と評価（貨物輸送・企業出張におけるSAF利用を対象。その後、個人客へ拡大）

SAF利用の機運醸成に向けた広報活動

本格的なSAF受入

空港脱炭素化推進協議会と連携し、各空港関係者との品質管理等の情報共有

各空港関係者との情報共有

100％SAF国内運用ASTMでの上限引上げASTMでの議論に係る情報収集

HEFAプロセスによるSAFの生産拡大・ATJプロセスによるSAFの商用化



2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 ～2040年

航
空
交
通
全
体

空域の抜本的再編

運航情報の共有による飛行計
画の調整

時間管理の実現
(交通容量管理を含む。)

航空気象情報を活用した迂回
の少ない飛行ルートの実現

航
空
路

高度・経路の選択自由度の向
上

迂回の少ない飛行ルート

出
発
・
到
着

就航率の改善
(高度化された航法の導入推
進)

燃費の良い上昇・降下の実現

空
港
面

地上待機時間の短縮

地上走行の最適化

工程表（②管制の高度化等による運航の改善）

※ 表内部の記載は取組例。

※ 年は暦年を表す。

       

空域の境界（高度）のリアルタイム変更

空域の境界（高度＋水平位置）のリアルタイム変更

メタリングの段階的導入

洋上航空路における飛行高度最適化

乱気流予測情報等の航空気象情報提供の段階的な高度化

FF-ICE（運航前軌道調整）

SWIMの外国との接続

FF-ICE（運航中軌道調整）

高高度フリールート

RNP-AR 運航基準の見直し、導入空港拡大

SBASを用いたRNP進入方式の導入 導入空港拡大

継続的な上昇・降下（CDO等）が可能となる運用 導入空港拡大

ACDM高度化、AMAN/DMAN統合 導入空港拡大

自走距離の短縮

将来の航空交通
システムの進展や
技術開発の動向を
踏まえながら、航空
交通全体の最適化
等について、更なる
取組を推進

上下分離の段階的実施

SWIMサービス提供/機能拡大
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●凡例 1.準備・導入
フェーズ

2.試行・実証
フェーズ

3.運用・拡大
フェーズ

更なる
高度化



航空機の脱炭素化に向けた新技術ロードマップ

このロードマップは、日本企業が持つ優れた環境新技術（航空機の電動化、水素航空機、軽量化など）の技術開発動向を踏まえ、その社会実装及び日本のプレゼ
ンス向上に向け、官民が戦略的に国際標準化等に取り組んでいくべき国内連携体制の構築及び制度整備等についてまとめたものである。
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国際標準化に
係る知識・経験
の共有・蓄積

国際標準案等の検
討の場の設定

国の積極的関与

2023

国際標準策定等
における我が国
の発言力の向上

※

当
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Ｇ
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国
内
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議
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始
動

標準化活動や認証、製造メーカープロ
ジェクトの参画経験の蓄積・共有

国際標準化団体への参加、欧米等の組織との交流・連携等を通じた
知見の獲得・蓄積・共有

欧米等の専門家や他産業
等からの知見共有

国交省を含めた産官学が連携して国
際標準化団体へ参画

国
内
協
議
団
体
の
設
立

環境新技術の技術開発から技術実証・機体搭載へ 商用運航の開始・運航機への搭載の拡大へ

2023年3月15日 航空機の脱炭素化に向けた新技術官民協議会

標準化活動を推進するための支援

航空当局間（欧米等）の連携、認証活動のサポート

標準化活動を推進するための継続的支援

2024 2025 ～2030年 ～2040年 ～2050年
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機動的に自走できる団体（産官学が連携した日本代表）として参画

環
境
整
備

技
術
開
発

開発用試験設備
の整備

実験機の整備

技術開発

地上・飛行試験

日本企業が持つ優れた環境新技術の開発（電動化、水素航空機向け技術開発、軽量化・効率化）

技術実証試験（地上試験、飛行試験）の実施

今後の航空機産業戦略を踏まえた実験機の整備を検討し、対応

プロジェクトへの支援を検討し対応技術実証支援
（ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

人材育成 国際標準化活動の戦略・方針を踏まえた認証に係る人材育成の検討・促進

他産業の団体等との連携構築

分野毎の国際標準化活動に係る戦略・
方針の検討

標準化検討に必要なデータの国内企業同士での共有
（必要な部分のクローズ化の仕組みの整備に応じて順次対応）

国際標準案、安全基準案の検討・
打ち込み ※提案の検討、打ち込みのタイミン
グは分野毎のロードマップ参照

官民協議会の方針に沿った活動

企業への参画働きかけ・裾野拡大

拡大・強化

国際標準化団体、国際的な議論の場にて継続的に検討し打ち込み

日
本
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
向
上

※環境整備：戦略的な技術開発、
 国際標準化、認証取得を進めて
 いくためのもの

（※）

他分野の
事例調査、
情報収集等

次世代航空機の実証機開発 飛行実証

航空機の脱炭素化に向けた
世界的な取り組み見込み

整備の優先付けに係る検討 装備品を実際の飛行環境下で試験を行うための実験機 等

団体の機能、
体制を検討

設立準備、
企業への参
画働きかけ

今後の航空機産業戦略を踏まえた開発用試験設備の整備を検討し、対応

整備の優先付けに
係る検討

優先度に応じた試験設備の整備
• 電動化：新たな環境（高電圧かつ高々度等）や新たな電動化領域への対応 等
• 水素：試験需要拡大や新たな環境（極低温かつ長時間等）への対応 等
• 軽量化・効率化：大型試験等への対応 等

※既存の機材の活用も含む
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工程表（④炭素クレジット・国際連携・脱炭素化計画・その他）

本邦エアラインのオフセット義務達成状況のモニター・必要な支援の提供

CORSIAの
後継スキーム等
を踏まえて検討

審査に関する支援・情報提供 CORSIA適格認証取得支援 本邦エアラインによる国産クレジットの活用

UNFCCCにおける議論のフォローおよびCAEP WG4-EUGにおけるルール作りへの参画

制度設計 トライアル運用・調整 正式運用および取り組みの拡大

アクションプランの着実な実行とレビュー・見直しASEANアクションプランの深化・友好国獲得

国際航空における
本邦エアラインによる
円滑な脱炭素化
支援

長期目標（LTAG）・中間目標達成状況のモニター、CORSIA後の新スキームの検討等

本邦エアラインに対する情報提供・他国調整等の支援
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本邦エアラインのCORSIA義務達成に向けた炭素クレジットの活用支援

国産クレジット（JCM・J-Credit）の認証支援

炭素クレジットに係る国際ルール作りへの参画

ICAOにおける脱炭素の議論への積極的な参画

グリーンレーン構想の実現

アジア（ASEAN地域）の取り組みの深化

●凡例
１．調査・検討

フェーズ
２．実証フェーズ

３．本格運用・
導入拡大フェーズ

制度設計に向けた関係者協議（GXリーグ）

               GXーETSの試行的な運用

市場原理による脱炭素化

  認定計画のフォローアップ・リバイス

  小規模エアラインによる計画策定・認定

航空会社による自主的・
計画的な脱炭素化

本格的な運用

2030年以降の目標の策定

2030年以降の計画策定

生産拡大事業化製造技術の開発・パイロット実証
SAFの
供給拡大

航空運送事業脱炭素化推進計画

国内排出権取引制度（経産省）

合成燃料（資源エネルギー庁）
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